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令和6年Ⅱ月26日

「職業安定法施行規則の一部を改正する省令」等の公布に伴う

雇用仲介事業利用にあたっての留意事項等の周知協力依頼について

厚生労働省、こども家庭庁及び文部科学省では、昨今、人材不足が特に顕著

な医療・介護・保育・幼児教育施設において、雇用仲介事業者(職業紹介事業

者、募集情報等提供事業者)を利用した際に利用料金等についてトラブルとな

るケースが発生していることを踏まえ、公的職業紹介の機能強化と雇用仲介事

業の適正化に向けて取組を進めているところです。

また、職業安定法施行規則や職業安定法に基づく指針の一部改正に伴い、令

和7年4月1日より、職業紹介事業者においては新たに常用就職1件当たりに

係る平均手数料率の実績を厚生労働省の「人材サービス総合サイト」に掲載す

ることや違約金規約の明示、募集情報等提供事業者においては労働者になろう

とする者への金銭等提供の禁止や労働者の募集を行う者への違約金規約等の明

示が義務とされました。

つきましては、求人者の皆様にハローワークや雇用仲介事業者の利用等に当

たり知っていただきたいととについて、下記のとおりり一フレットを作成しま
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したので、関係者等への周知について、特段のご配慮を賜りますようぉ願い申

し上げます。

【送付物】

1 労働者の採用を仲介した雇用仲介事業者を正しく把握しましょう

2 雇用仲介事業者(職業紹介事業者、募集情報等提供事業者)を安心して利用するため

3 有料職業紹介サービスを利用する際の注意点

4 ハローワークや、自治体等が運営する無料職業紹介をご存知ですか

5 医療・介護・保育分野における職業紹介機関を利用した好事例集

6 職業紹介サービスを利用する際のチェックポイント

フ「人材サービス総合サイト」をご活用ください

8 民間人材サービス(職業紹介、募集情報等提供)を利用する際の留意点

9 採用した労働者について、複数の求人サイトから成功報酬(手数料)を請

求されるケース、ハローワーク経由で採用した場合にも請求を受けるケー

スが増えています

10 募集情報等提供事業者(求人募集サイト、人材データベース等)が新たに遵守すべき事項

Ⅱ雇用仲介事業幟業紹介事業、募集情報等提供事判の利用でトラブルが発生した際は労働局へ

ご相談は労働局『「医療・介護・保育」求人者向け特別相談窓口』まで

※リーフレットの種類は数多くありますが、リーフレットをそれぞれ切り離

して周知いただくことが可能となるよう、種類ごとで内容は完結しておりま

す。

全てのり一フについて周知いただきつつ、例えば「現在増えているハロー

ワーク経由で採用した場合にも請求を受けるケースについて特に注意喚起し

たしりといった二ーズがビざいましたら、特定の種類のり一フレットをピン

ポイントで周知するといったことについてもご検討いただけれぱ幸いです。

なお、今回送付するり一フレットは、厚生労働省のホームページに掲載し

ております。

(掲載先の厚労省HPアドレス)

https://WWW. mhlw. go. jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/h

aken-shoukai/r0604anteisokukaiseil_00005. html



【参考:職業安定法施行規則及び職業安定法に基づく指針の一部改正概要】

a)有料職業紹介事業者の手数料に関する情報提供事項の追加【規則第24条の8第3項

第4号関係】

有料職業紹介事業者は、インターネット(厚生労働省の「人材サービス総合サイト」)

を利用して、その時点における手数料に関する事項を提供しなけれぱならないとされ

ているところ、当該事項に、当該有料職業紹介事業者が取り扱う職種ごとの常用就職

(無期雇用又は4ケ月以上の有期雇用) 1件当たりに係る平均手数料率(職業紹介に

係る手数料総額を、就職した求職者に1年間に支払われることが見込まれる賃金額で

除したもの)の実績を含めることとするもの。

2)募集情報等提供事業者による金銭等提供の禁止【指針第八の五の国関係】

募集情報等提供事業者が、労働者になろうとする者に対して金銭等を提供すること

により募集情報等提供事業の利用の勧奨を行うことは好ましくなく、お祝い金その他

これに類する名目で社会通念上相当と認められる程度を超えて金銭等を提供すること

によって利用の勧奨を行ってはならないこととするもの。

(今般の措置の背景)

募集情報等提供事業者による労働者になろうとする者への金銭等の提供については、

①離転職への誘引効果が生じている、②成功報酬・課金の高額化につながっている、

③採用された労働者が金銭等の誘因から、複数の募集情報等提供事業者に対して採用

決定の報告をすることが原因となって、募集主が複数の募集情報等提供事業者から成

功報酬の請求を受ける等に伴うトラブルが発生している(高額な違約金請求に至るト

ラブルも発生している)、④求職者への金銭等の提供については、職業紹介事業におい

て既に原則禁止されていること、また、職業紹介事業と募集情報等提供事業を兼業す

る事業者も多いこと等を踏まえたもの。

(3)職業紹介事業及び募集情報等提供事業の利用料金・違約金明示【指針第六の九の四

及び第八の五の四関係】

職業紹介事業の利用に関連して生じる違約金その他これに類するものとして当該事

業を利用する求人者が負担する金銭等について、当該金銭等の金額、当該金銭等が発

生する条件及び解除方法を含む契約の内容について、当該求人者に分かりやすく明瞭

かつ正確に記載した書面又は電子メールその他の適切な方法により、あらかじめ当該

求人者に対し誤解が生じないよう明示することとするもの。ただし、口頭によるもの

のほか、ホームページの該当箇所を教示する等求人者が同一文面を再読できない可能

性のある方法によるものは、適切な方法により明示しているとはいえないこと。

募集情報等提供事業の利用に関連して生じる料金、違約金その他これに類するもの

として当該事業を利用する労働者の募集を行う者が負担する金銭等について、当該金



銭等の金額、当該金銭等が発生する条件及び解除方法を含む契約の内容について、当

該労働者の募集を行う者に分かりやすく明瞭かつ正確に記載した書面又は電子メール

その他の適切な方法により、あらかじめ当該労働者の募集を行う者に対し誤解が生じ

ないよう明示しなけれぱならないこととするもの。ただし、口頭によるもののほか、

ホームページの該当箇所を教示する等労働者の募集を行う者が同一文面を再読できな

い可能性のある方法によるものは、適切な方法により明示しているとはいえないこと。

※改正の内容にっいては、分かりやすくまとめたり一フレットを厚生労働省

のホームページに掲載しておりますので、ご参照ください。

(参考1)紹介手数料率の実績の公開と違約金規約の明示が必要になります

https ://WWW. mhlw.宮0. jp/contenvo01323000. pdf

(参考2)労働者に金銭やギフト券等を提供することは原則禁止になります

https://W脚. mhlw.即. jp/content/0013230侃. pdf


